
2026 年 4 月 1 日 

伊藤忠商事株式会社 

 

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画 

 

伊藤忠商事は、女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画を以下のとおり策定しました。

すべての「商い」の根幹である「人」を強化するための独自性の高い人材戦略によって、持続

的な企業価値向上を実現していきます。今後も、組織として多様な価値観が尊重され、社員

一人ひとりが能力を最大限発揮できる「厳しくとも働きがいのある」企業を目指します。 

 

計画期間 

 令和 8 年（2026 年）4 月 1 日～令和 13 年（2031 年）3 月 31 日までの 5 年間 

 

当社方針 

・ 当社は、人材戦略を重要な経営計画として明確に打ち出し、全社員が能力を如何なく発揮

する「厳しくとも働きがいのある会社」の実現に向けた決意を経営トップが社内外に表明。 

・ 2021 年度に取締役会の任意諮問委員会として、女性活躍推進委員会を設置。委員長は

社外取締役、委員の半数以上を社外役員・女性とし、多様な視点を入れる事で女性活躍

推進に対する当社の本気度を示し、女性活躍推進を経営戦略と一体で推進。 

・ 女性経営者による視点は生活消費関連分野に強みを持つ当社にとって重要な要素。女性

活躍推進を企業価値向上の原動力として位置付け、2024 年度より女性のみを対象とした

執行役員選考ルールに基づき、会社全体で女性管理職・役員を育成する文化を醸成。 

登用候補者人材の育成・パイプラインを強化。 

・ 「共働き・共育て」を前提とし、ライフイベント等を考慮した上で、キャリア形成上の障壁を 

取り除くようなきめ細かな個別支援を実施。男性による育児休業取得の「必須化」を含め、 

性別問わずキャリアを諦めずに働き続ける事ができる環境整備・施策の更なる拡充。 

 

目標 

1．女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供 

役員（執行役員を含む）に占める女性の割合 ： 30% （2030 年迄） 

管理職に占める女性労働者の割合  ： 15～20％ 

採用した労働者に占める女性労働者の割合 ： 40%以上 

 

2．職業生活と家庭生活の両立に資する雇用環境の整備 

男女別の育児休業等取得率 ： 100％ 

 

 

 

 



取組内容 （実施時期：2026～2030 年度） 

1．主体的キャリア形成支援 

・女性活躍推進に関する経営トップのメッセージ発信。 

・出向先・海外駐在先等での計画的なマネジメント経験の付与。 

・新卒総合職社員を対象とした入社後 8 年目までの「個人別キャリアプランイメージ」の提示

を通じたキャリア形成支援。 

・育児・介護等の際、本人の希望に基づき、一時的に「権限・裁量の軽減」や「転勤義務の 

免除」等を行う、自律的な働き方の支援策の推進。 

・ビジネスエキスパート職の生成 AI 等の活用に関する専門知識・総合商社に必要な専門  

スキル取得による更なる活躍の支援。 

 

2．「共働き・共育て」支援 

・多様性の受容や無意識の偏見（アンコンシャスバイアス）に関する理解促進。 

・朝型フレックスタイム制度、在宅勤務等のメリハリをもった柔軟な働き方の徹底。 

・仕事と育児・介護との両立に向けた周囲との関係構築支援。 

・男性育児休業取得「必須化」を通じた、性別問わず多様な働き方を尊重する社内風土醸成。 

・フェムテック活用やプレコンセプションケア講座実施による、多様化する女性特有の健康 

課題への対応。 

 

※一般事業主行動計画に基づく取組状況については、定期的にモニタリングを実施。 

 

以 上 


